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研究成果の概要（和文）：本研究では、科学データから環境問題を客観的かつ冷静な視点で理解するための環境
教育の普及を目指し、全国60か所以上に存在する地方環境研究所（以下、地環研と言う）が行う環境教育の特徴
を調べた。その特徴は、水環境、大気環境等に関する環境データを扱い、とくに地環研の設備を活かした化学分
析や測定などの体験学習を伴う点と考えられた。その教育効果をはかるアンケート様式を開発し、実証実験を行
ったところ、受講者の科学に対する自己効力感の向上と共に、情報探索スキルの向上が示唆された。環境問題に
関する科学リテラシーの向上において、地環研は各地域の教育拠点になる潜在力をもつことが示された。

研究成果の概要（英文）：We have studied the features of environmental education (EE) by local 
government institutes for environment (LGIEs) in Japan, with the aim of the spread of EE to 
understand environmental issues objectively from the view point of scientific data. LGIEs' EE were 
considered to be characterized by handling environmental data on water environment, atmospheric 
environment, etc., and by hands-on learning with chemical analysis and measurement utilizing the 
facilities of LGIEs. The result of questionnaire, we developed its format for evaluating the 
educational effects of LGIEs' EE, showed the students' improvement of the self-efficacy towards 
science and the information search skills. Therefore, LGIEs were expected to have the potential to 
be an educational base at local area for improving scientific literacy on environmental issues.

研究分野： 環境教育

キーワード： 環境教育　環境データ　科学リテラシー　体験学習　PISA　科学に対する自己効力感

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究成果の社会的意義は、一部の地環研がすでに環境問題に対する科学リテラシー教育を実践していた点を
明らかにし、これを全国普及させるための課題を、各自治体の環境教育行動計画の中に見い出した点である。学
術的意義としては、地環研環境教育への活用だけにとどまらない、環境問題に関する科学リテラシーの変容をは
かることのできる評価方法を開発した点であると考えている。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
環境問題についての議論は、時に個人の正義感や理想論からバイアスがかかり過熱しすぎる

ことがある。しかし、社会全体の持続可能性を高めていくには、環境問題に関しても便益とリ
スクの視点から合理的な妥協点・解決策を見出していくことが重要である。我々は、それに必
要な資質が文部科学省の定義する科学的リテラシー（「自然界及び人間の活動によっておこる自
然界の変化について理解し、意思決定するために、科学的知識を使用し、課題を明確にし、証
拠に基づく結論を導き出す能力」文部科学省の定義 1)）であり、これを養うことが今後の環境
教育には必要であると考えている。 
環境教育等促進法等の法制度の整備に伴い、日本各地では環境教育が盛んに行われるように

なった。その多くは自然体験を中心としたもので、環境への親しみを持ち、大切にしようとす
る心を育てる感性教育の側面を持っている。こうした教育は、特に低学年にとって環境への関
心を喚起させる重要な導入教育の役割を担っている。一方で、より高次の学年向けに前述の科
学的リテラシーを養うことを目的とした、すなわち、科学データから環境問題を客観的かつ冷
静な視点で解釈するための環境教育は乏しいと言わざるを得ない。事実、先般の放射能をめぐ
る風評問題の発生は、社会全体としての科学的リテラシーの欠如を露呈し、その点をこれまで
の教育では養えてこなかった可能性を示唆している。 
全国 60 か所以上に存在する地方環境研究所（以下、地環研と言う）は、公害防止行政の歴

史の中で誕生し、地域の公害・環境問題に関する科学的知見の提言に務めてきた。この地環研
が持つ専門的な設備やノウハウ、また専門家としての人材等の『強み』は、現状の環境教育の
ニッチである科学リテラシー教育の拠点となるかもしれない。 

 
２．研究の目的 
地環研の有機的な連携により、科学リテラシー教育を全国で一体的に進めていくことを目標

に、理想的な教育モデルを提案し、かつその教育効果を対外的に示すための効果測定の方法を
検討する。また、地環研環境教育を全国的に活発化させるにあたっての課題を抽出する。 
 
３．研究の方法 
３－１．地環研が行う環境教育プログラムの類型化 
全国の地環研を対象に、環境教育の教育テーマや実施回数等の実績、またその推進にとって

阻害となる問題に関してアンケート調査を行う。網羅的に収集した情報を基に、環境教育の形
式（講座、体験学習等）や教育テーマ等を類型化して、地環研の環境教育データベースを作成
する。 
３－２．教育効果の評価方法開発 
文献レビューなどから環境問題の科学リテラシー教育として備えるべき教育的要素を抽出し、

それに関する教育効果を評価するための方法を検討する。従来法であるアンケート調査に加え
て、知識の定着や考え方の変化を被験者の語彙の傾向や共起関係から評価できるテキストマイ
ニング分析を新たに取り入れる。地環研環境教育を教育現場で広く普及させることを特に意識
し、既に教育現場において科学リテラシーの評価について採用されている手法を参考に、対外
的な説得力を有する評価方法の開発を目指す。 
３－３．教育効果の評価に基づく理想的な科学リテラシー教育モデルの提案 
３－２．で抽出した教育的要素を備える理想的な教育モデルを、３－１.のデータベースから

選出し、それに対して３－２．で開発した評価方法を用いて教育効果を検証する。 
 
４．研究成果 
４－１．全国アンケート調査に基づく地環研環境教育プログラムの類型化 
各地環研において、環境教育を行う上での組織体制（担当者や事業計画の有無等）や教育内

容（テーマ、受講者数、講師等）、また環境教育を推進する上での課題等を問う項目を設けたア
ンケート様式を設計し(表 1)、これを用いて全国 67 の地環研に対してメールによるアンケート
調査を行った。回収率は 99%と非常に高く、代表性のある回答を得ることができた。 
環境教育を行っていると回答したのは 47の地環研であった。ただし、実施していないと回答

したものの、その他の回答内容から実質的に環境教育を行っていると見なせた機関が 4つあっ
たため、計 51機関、じつに 8割弱が環境教育を行っていることがわかった。 
それらが行っている教育内容を、図 1の方法に従って、12の教育テーマに、また座学のみか

体験を伴うか、環境データ（Environmental Data）を扱うか否かによって分類した。その結果
が図 2である。「Waste&3Rs」は「Experience without ED」の割合が大きいが、これは「ペット
ボトルで蚊取り器を作ろう(原文のまま)」のように、廃材を用いた工作体験が多かったからで
ある。おなじく「Science except Environment」も「手づくり顕微鏡で生き物を観察しよう。
小さなガラスビーズを使って虫眼鏡（ルーペ）のように使える高倍率の顕微鏡を工作し、タマ
ネギの細胞やジャガイモのデンプン、葉の気孔等を観察します。光の性質やレンズの原理も学
びます(原文のまま)」のように科学実験教室が多く環境データを扱ったものではなかった。た
だし、どの教育テーマも総じて環境データを扱った体験型のスタイルが多いのが特徴であった。 
地環研環境教育プログラムの特徴分析のために、比較対象として平成 29 年度に環境省が全都

道府県と政令市の行政機関（環境部局と教育委員会が主）に対して行った環境教育事業の実態



調査結果を参照した。環境
教育に関する主たる法制
度が環境教育等促進法と
学習指導要領であり、その
履行を担う主務機関が行
政機関であることから、前
述の実態調査結果は日本
の一般的な環境教育の実
施内容であると見なすこ
とができる。その実態調査
結果を地環研と同じ 12 の
教育テーマに分類して、両
者を比較したのが図 3 で
ある。行政機関の特徴とし
て自然体験のテーマが多
く、具体的には「里山体験
学習」、「森林体験活動」、
「間伐」などの言葉を含む
事業がこれに該当した。こ
れらは自然への親しみを
育て、環境への配慮を促す感性教育としての効果が期待される。環境教育が目指すべき受講者
の行動変容は、「関心→理解→行動」のステップを踏むと言われるが、行政のそれは「関心」に
貢献することが考えられる。 
一方、地環研は自然体験が少ない分、水環境、大気環境、生物に関するテーマが多く、また

行政機関にはほぼないリスクコミュニケーションや放射線のテーマが僅かながらもある点がそ
の特色を示している。これらの教育テーマは、関連する科学データを扱う機会が多いことから、
自然体験学習に比べて教える側も学ぶ側も扱う情報量の点で負担が増すことが考えられる。し
かしそれゆえ、こうした教育テーマを扱うことができ、且つ化学分析や測定を伴う体験学習に
も活用することのできる調査研究設備を備えた地環研は、環境問題に関する科学リテラシーの
向上の点で、各地の教育拠点となる潜在力を備えていることが期待された。 
 

４－２．地環研環境教育の推進に対する課題 
地環研自身が環境教育を推進していくにあたっての課題をアンケートで尋ねたところ、25機

関が予算不足、人員不足の一方または両方を回答した。しかし、各自治体の環境教育行動計画(環
境教育等促進法第 8条に基づくもの)のなかで、自身の役割が明記されている地環研は、そうで
ない地環研に比べて、この点を課題と回答する割合が低かった(前者 26機関：15％が予算不足

図 1 環境教育プログラムの類型化方法 
（Saitoh et.al.(2019)より引用） 

図 2 地環研環境教育プログラムの類型化 
（Saitoh et.al.(2019)より引用） 

図 3 環境教育プログラムの比較 
-地環研（LGIEs）と行政機関(ADs)- 

（Saitoh et.al.(2019)より引用） 

図 4 環境教育プログラムの評価の実施状況 

表 1 地環研アンケート調査様式(一部例示) 



を、23％が人員不足を課題と回答、後者 40機関：33％が予算不足を、38％が人員不足を課題と
回答)。環境教育行動計画は自治体でオーソライズされた行政計画であることから、ここに地環
研の役割が明記されていれば、予算と人員を確保するための明確な要求根拠になっているのか
もしれない。組織的なまとまりをもって一体的に環境教育を進めていくには、まず、各自治体
の環境教育行動計画に地環研の役割を明記する重要が示唆された。 
環境教育を普及させていくには、教育効果を客観的に示し、外部にその教育的意義を理解し

てもらうことが必要になる。それには教育効果をいかに評価するかが重要であることから、地
環研アンケート調査では、環境教育を行う際の評価の実施状況についても尋ねた。その結果が
図 4 である。環境教育を行う際に評価を行っていると回答した地環研は 6 割に満たず、残り 4
割は評価を行っていないという結果であった。評価を行っていると回答した地環研も、具体的
には学習後の受講者アンケートのみで、その質問内容も学習時間の長さを聞いたり、抽象的な
理解度(わかった、むずかしかった等)を聞いたりするまでで、受講者の意識変容をはかるより
はむしろ満足度を尋ねるものと言える。地環研環境教育を普及していくには、環境教育の評価
を行う意識を自ら持つとともに、そのための評価ツールを開発する必要性が示唆された。 
以上述べたとおり、地環研環境教育を全国的に活発化させるには、各自治体の環境教育行動

計画において地環研の役割を明記し、予算及び人員の充実を図ること、そして地環研環境教育
プログラムの評価方法を確立することが主な課題と考えられた。 
 
４－３．科学リテラシー教育モデルの評価法開発 
OECD が進める国際的な学習到達度に関する調査(PISA)では、日本人の科学リテラシーは高い

ものの、それを活用しようとする態度が積極性に欠ける点が指摘されている。複雑な地球環境
システムのなかで発生する環境問
題を理解しようとすれば、基礎知識
としての科学リテラシーだけでな
く、それを積極的に活用して考えよ
うとする力が求められる。日常業務
の中でその資質が求められるのが
地環研であり、それらが実施する環
境教育も、自ずと科学リテラシーと
積極的な態度を養う要素を含むこ
とが期待できる。そこで、PISA にお
ける科学リテラシーの質問項目を
取り入れて、地環研環境教育用にア
ンケート様式を開発した(表 2)。そ
の中には、環境問題に関して、どの
ように情報を得るのかの情報探索
行動を尋ねる項目も設けた。                

全国アンケートの結果を基に作
成した地環研環境教育データベー
スの中から、環境問題の科学リテラ
シー教育としての要素を備える、す
なわち環境データを扱い、測定体験
も伴うプログラムを実施している

図 5 環境問題の科学的な理解に対する自己効力感の受講者変化 
（Saitoh et.al.(2019 年 1月)の学会発表内容より引用） 

表 2 環境問題の科学的な理解に対する自己効力感を
問うアンケート様式(一部例示) 



茨城県の地環研に着目し、そこが中学生向けに行う環境教育に際して表 2の実証実験を行った。
その結果、環境問題の科学的な理解に対する自己効力感が、教育後に向上する傾向が見られた
(図 5)。情報探索行動に関する項目では、情報源としてインターネットを利用する人数が教育
後に増え、その参照先は公的機関や科学館などの施設が運営するサイトの方が、SNS や掲示板
よりも多かった(図 6)。発生メカニズムが複雑な環境問題を、科学的かつ客観的に理解するた
めには、種々の科学情報、それも一次デー
タにアクセスすることが望ましい。それに
求められる情報探索スキルが備わること
が地環研環境教育の学習効果であり、それ
により科学に対する自己効力感も向上す
るのかもしれない。なお、高校生に河川環
境に関する科学的な環境教育を行った際
も、環境問題の科学的な理解に対する自己
効力感が向上する様子をこのアンケート
様式から捉えることができた。以上の結果
から、開発したアンケート様式の実用性が
示されたものと考えている。 
 

４－４．環境教育の多様な評価方法の検討 
環境教育を多角的な視点で評価することを目的に、本研究では以下のとおり検討を行った。 

環境教育の経済的価値を評価する手法について、地方自治体が運営する昆虫館の環境教育をコ
ンジョイント分析した。その結果、昆虫館の運営経費を大幅に上回る評価となった(Iijima, 
et.al.（2018 年 6 月）の学会発表内容)。つぎに、地環研環境教育の学校教育現場への浸透を
図ることを目的に、様々な教育シーンに活用できる、より汎用性の高い学習効果の評価手法の
確立を目指して学習者の発話記録に着目した。発話記録に対してテキストマイニングを応用し
た評価方法を検討し、その評価指標の開発を試みた(門田ら(2018年 8月)およびKadota, et.al.
（2018 年 12 月）の学会発表内容)。さらに、生涯学習としての普及も図るため、社会人向けの
サイエンスカフェを開催し、マインドマップを利用した学習効果の評価手法も検討した。カフ
ェ前後で比較すると、カフェ後には、受け手の知識や認識を表すマインドマップの大きな枝（例
えば、地球温暖化に関する「適応」など）が増えている事例が多く、また知識同士の関連性を
示すキーワードの出現も見られ、環境問題を多面的な視点で捉えるという素養が向上したこと
が示唆された。以上の評価方法については、本研究の中で実際に地環研環境教育に対して実証
実験するまではできなかったが、地環研環境教育の価値を対外的に示していくには、今後のさ
らなる検討を進める意義は強いと考えられた。 
 
４－５．まとめ：環境問題の科学リテラシー教育モデルの提案と全国展開に向けて 
 これまでの検討によって、地環研の強みを生かした科学リテラシー教育モデルとしては、環
境データを得るための化学分析や測定などの体験を伴い、さらに多くのデータ、情報を得るた
めに情報探索スキルを学び、多角的な視点で複雑な環境問題のメカニズムを考察する経験を提
供する要素を備えることが重要と考えられた。それを満たしているかの検証には、表 2のアン
ケート様式(詳細は、論文により今後公表予定)の活用、或いは４－４で試行的に検討した評価
方法のさらなる検討とその応用が望まれる。 
 また、地環研の強みを生かした科学リテラシー教育を全国で展開するには、まず地環研の体
制を整備するための予算及び人員の確保が課題であり、それにはまず各自治体の環境教育行動
計画において地環研の役割を明記する必要性が示唆された。また、全国展開に向けて本研究で
は最後に、全国の地環研同士がオンラインで繋がる環境教育プラットフォーム（Web サイト）
の立ち上げを計画していたが、この部分は進捗が遅れている。国立環境研究所の公式サイト内
にプラットフォームを立ち上げることを想起して当該研究所と協議を行ったが、それを運営す
る予算をどうするかについて結論が出ないまま研究最終年度の終わりを迎えた。そのため、こ
の部分は今後の課題として残った。プラットフォームの必要性を全国の地環研に尋ねるなど、
改めてその意義を吟味したうえで再考する必要がある。 
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